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図表 1 主要指標一覧（2000-2010年）1
 

 

                                                   
1 JICA研究所にて年 3回改定。https://libportal.jica.go.jp/fmi/xsl/library/public/data/shihyo-p.html （2012
年 3月 23日アクセス） 

2012年1月版

主要指標一覧　【 インドネシア 】

指　標　項　目 ２０００年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年
２０１０年の
地域平均値

地表面積（1000km2） 1,905 1,905 1,905 1,905 n.a.

人口（百万人） 213.4 235.0 237.4 239.9 2,201.6

人口増加率（％） 1.3 1.1 1.0 1.0 0.7

社 出生時平均余命（歳） 66 68 68 n.a. n.a.

妊産婦死亡率（ /10万人） 350 240 n.a. n.a. n.a.

会 乳児死亡率（ /1000人） 38.4 29.2 28.1 27.2 18.8

一人当たりカロリー摂取量（kcal/1日）*1 2,498 n.a. n.a. n.a. n.a.

指 初等教育総就学率(男)(％) 108.3 117.0 118.9 n.a. n.a.

初等教育総就学率(女)(％) 104.6 114.0 115.0 n.a. n.a.

標 中等教育総就学率(男)(％) 54.1 70.5 75.4 n.a. n.a.

中等教育総就学率(女)(％) 51.5 69.9 74.7 n.a. n.a.

等 高等教育総就学率(％) n.a. 20.2 22.4 n.a. n.a.

成人識字率（15歳以上の人口の内：％） n.a. 92.2 n.a. n.a. n.a.

絶対的貧困水準（1日1.25＄以下の人口比：％） n.a. n.a. 18.7 n.a. n.a.

失業率(％) 6.1 8.4 7.9 n.a. n.a.

GDP（百万USドル） 165,021 510,245 539,355 706,558 16,184,757

一人当たりGNI（USドル） 560 1,950 2,160 2,500 7,118

実質GDP成長率(％) 4.9 6.0 4.6 6.1 6.8

産業構造（対GDP比：％）

　　　農業 15.6 14.5 15.3 15.3 n.a.

　　　工業 45.9 48.1 47.7 47.0 n.a.

　　　サービス業 38.5 37.5 37.0 37.6 n.a.

産業別成長率(％)

経 　　　農業 1.9 4.8 4.0 2.9 2.9

　　　工業 5.9 3.7 3.5 4.7 n.a.

済 　　　サービス業 5.2 8.7 5.7 8.4 n.a.

総資本形成率（対GDP比：％） 22.2 27.8 31.0 32.5 25.6

指 貯蓄率（対GDP比：％） 32.8 28.9 33.8 34.1 28.2

消費者物価上昇率（インフレ：％） 3.7 9.8 4.8 5.1 n.a.

標 財政収支（対GDP比：％） n.a. -0.3 -1.7 n.a. n.a.

中央政府債務残高（対GDP比：％） n.a. 33.1 28.4 n.a. n.a.

貿易収支（対GDP比：％） 10.5 1.1 2.8 1.6 2.6

経常収支（対GDP比：％） 4.8 0.0 2.0 0.8 n.a.

外国直接投資純流入額（百万ドル） -4,550 3,419 2,628 10,706 n.a.

対外債務残高（対GNI比：％） 95.4 30.0 31.3 26.1 n.a.

DSR（対外債務返済比率：％） 22.7 13.5 18.5 16.6 n.a.

総外貨準備高（輸入支払い可能月数） 5.3 3.8 6.2 6.6 16.5

総外貨準備高（百万ドル） 29,353 51,641 66,119 96,211 5,743,625

名目対ドル為替レート*2 8,421.78 9,698.96 10,389.94 9,090.43 n.a.
（Rupiah per US Dollar: Period Average)

政治体制：共和制。大統領が最高権力者

　政*3 憲法：1945年8月18日施行。2002年8月第4次改正

　治 元首：大統領。ｽｼﾛ・ﾊﾞﾝﾊﾞﾝ・ﾕﾄﾞﾖﾉ(Susilo Bambang YUDHOYONO）。直接選挙制。任期5年。2004年10月20日就任

　指 　　　  09年10月20日2期目就任。3選禁止

　標 議会：1院制。560議席。任期5年

内閣：大統領が閣僚を任命。首相なし。2009年10月22日発足

出典　World Development Indicators Online (December 2011) World Bank
       *1  FAO Food Balance Sheets (June 2010) FAOSTAT Homepage
       *2  International Financial Statistics Online (January 2012) IMF
       *3  世界年鑑　2011　共同通信社
注 ●地域平均値は東アジア・太平洋諸国の数値（地域分類は別添参照）
　　●「人口」、「GDP」、「外国直接投資純流入額」及び「総外貨準備高」の「2010年の地域平均値」においては、地域の総数を示す
　　●妊産婦死亡率の数値はWHO・ユニセフ・国連人口基金（UNFPA）の評価を反映した推定値
　　●総就学率は、学齢人口に占める就学者総数（年齢を問わない）の割合であるため、数値が100を超えることがある

https://libportal.jica.go.jp/fmi/xsl/library/public/data/shihyo-p.html
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図表 2 インドネシア政府による基本指標（上段 2001-2005年、下段 2006-2010年） 
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（出所）BPS（2010）Indonesia Statistical Yearbook of Indonesia 2010, pp.1-2 
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図表 3 貧困ギャップ率・ジニ係数・消費支出の割合（1996-2009年） 

 
（出所）OECD （2010） Economic Importance of Agriculture for Sustainable Development and Poverty 

Reduction: Findings from a Case Study of Indonesia, p.20 

 

図表 4 貧困ギャップ率と二乗貧困ギャップ比率（1999-2010年） 

 
（出所）BPS（2011） Statistics Indonesia: BPS Strategic Data, p.187 
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図表 5 都市と農村における貧困の割合（1998-2011年） 

 
（出所）BPS: Statistics Indonesia （2011） BPS Strategic Data, p.61 

 

図表 6 HDI指標（1996-2008年） 

 
 

（出所）UNDP （2010）Provincial Human Development Report Ache 2010, p.13 

http://hdr.undp.org/en/reports/national/asiathepacific/indonesia/NHDR_Aceh_2010_English.pdf 

（2012/3/23 アクセス） 

http://hdr.undp.org/en/reports/national/asiathepacific/indonesia/NHDR_Aceh_2010_English.pdf
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図表 7 HDI指標（州別：2004-2008年） 

 

（出所）BPS（2010）Indonesia Statistical Yearbook of Indonesia 2010, p.189 
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図表 8 MDG指標（1999,2007,2009年） 
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（出所）Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS） 

（2010a） Report of the Achievement of the Millennium Development Goals Indonesia 2010, pp.9-13 
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地図 1 インドネシア全土地図 

 
（出所）UNOCHA http://reliefweb.int/sites/reliefweb.int/files/resources/map_623.pdf （2012/3/23アクセス） 

http://reliefweb.int/sites/reliefweb.int/files/resources/map_623.pdf
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I. インドネシアの貧困状況と概観 

インドネシアは 1990 年以降、年平均 7%以上の経済成長率を達成し、中所得階層の増加

や、購買力の上昇により、東南アジアの中でも特に勢いのある国として、外国企業の参入・

投資も増加傾向にある（図表 9 参照）。また、OECD の Enhanced Engagement Countries

（中国、インド、ブラジル、南アフリカ）の一員として先進国との開発の議論にも積極的

に参加し、2008 年からは G20 にも参加するなど2、中進国としての位置を確立しつつある。 

貧困削減に関しては、1997 年の経済危機以降、政府は社会的セーフティーネットを制度

化し、貧困緩和政策等を打ち出してきた。その結果、貧困率は 1999 年の 23.4％から 2011

年の 12.5%へと確実に低下している。しかしながら、貧困線以下の人々の数は減尐傾向に

あるものの、貧困線をわずかに上回った層の人口が多く、経済・社会的な要因に対して脆

弱な層が容易に貧困線以下に陥る可能性がある3。 

 他方、教育や保健といったベーシックヒューマンニーズ（BHN）への取組みには、より

一層の改善が必要な状況となっている。例えば、初等教育への就学率は 9 割を超えている

一方で、中等教育の就学率の伸びは十分でなく、高等学校への就学率も 50%に達していな

い。また、乳幼児死亡率も低下傾向にあるものの、地方では依然として高く、妊産婦死亡

率も他の発展途上国と比較すると高い割合となっている4。 

  

                                                   
2 Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS） 
（2010a） Report on the Achievement of the Millennium Development Goals Indonesia 2010, p.2  
3 World Bank Office Jakarta （2011） Targeting the Poor and Vulnerable in Indonesia, p.1 
4 Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS） 
（2010a） Report of the Achievement of the Millennium Development Goals Indonesia 2010, p.67 
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図表 9 輸出入・GDP成長・MDG指標・経済の開放度（1990-2009年） 

 
（出所）Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS） 

（2010a） Report of the Achievement of the Millennium Development Goals Indonesia 2010, p.122 

 

 



 

 
 

3 

II. インドネシアの貧困削減のための政策枠組み 

インドネシアの貧困削減に関わる主な政策枠組みとして、1）国家長期開発計画（RPJPN）、

2）国家中期開発計画（RPJMN）があり、MDG の達成を見据えた内容が策定されている5。 

 

 現在、国家長期開発計画（RPJPN 2005-2025）では、次の 8 つの柱が設定されている6。 

1. 倫理と文化意識の高い社会 

2. 高い競争力を伴い発展した社会 

3. 法治国家として民主化された社会：市民社会と地方分権の強化 

4. 治安が保たれた平和的で統一された国家 

5. 人々のための社会：雇用確保、貧困削減、福祉の充実、差別のない社会 

6. 持続可能な開発とバランスのとれた社会 

7. 海洋国家としての科学技術の向上と資源保護及び防衛力を強化した国家作り 

8. 国際社会の一員としての自覚、近隣地域における国際的な協力 

 

 以上のような目標を達成するため、下図表のとおり 5 年ごとのステージが設定され、そ

れぞれのステージにて国家中期計画（RPJMN）が定められている。 

・ ステージ 1（First RPJM: 2005-2009）：国家開発の推進、安全で平和な社会、公平

で民主的に反映した社会の構築 

・ ステージ 2（Second RPJM: 2010-2014）：人間開発の質の向上、科学技術の向上、

経済力の推進を目指す 

・ ステージ 3（Third RPJM: 2015-2019）：豊かな自然資源をベースとした競争力の高

い国家経済を目指す 

・ ステージ 4（Fourth RPJM: 2020-2025）：豊かな人的資源と地方の特性を活かした、

一層の開発と自立した国家 

 

                                                   
5 Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS） 
（2010a） Report on the Achievement of the Millennium Development Goals Indonesia 2010, p.1 
6 Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS）
（2010b）Appendices: Regulation of the President of the Republic of Indonesia: Number 5 of 2010 
Regarding the National Medium-Term Development Plan [RPJMN] 2010-2014, p. I-21 
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図表 10 国家長期開発計画（RPJPN）における 4つのステージ（2005-2025年） 

 
（出所）Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS）

（2010b）Appendices: Regulation of the President of the Republic of Indonesia: Number 5 of 2010 

Regarding the National Medium-Term Development Plan [RPJMN] 2010-2014, p. I-24 

 

 上記のうち、ステージ 2 である 2010-2014 年の国家中期開発計画（RPJMN：2010-2014）

においては、中期計画を執行するため、下記のような 5 つのアジェンダが設定されている。 

アジェンダ 1：経済開発と人々の福祉の向上 

アジェンダ 2：グッドガバナンスの強化 

アジェンダ 3：民主化の推進 

アジェンダ 4：法整備と汚職撲滅 

アジェンダ 5：統合された開発 

 貧困削減への取り組みは、アジェンダ 1 における「人々の福祉の向上」の中で取り扱わ

れている他、国家の優先課題の１つとして、貧困削減が挙げられている。具体的な目標と

しては、「2009 年時点での貧困率 14.1％を、2014 年までに 8-10％に削減すること」、また

「家計やコミュニティエンパワーメントを基礎とした社会的保護や、低所得コミュニティ

への経済的機会の拡大といった点に配慮しながら、所得分配を改善していくこと」の 2 点

が明示されている7。 

RPJMN における各分野の目標達成値の一覧は図表 11 のとおりとなっている。 

 

                                                   
7 BAPPENAS (2010) RPJM Book I (E) Matrix, p.I.M-30 
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図表 11 国家中期開発計画（RPJMN）における人々の福祉のための目標（2010-2014年） 

 



 

 
 

6 
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（出所）Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS） 

（2010b） Appendices: Regulation of the President of the Republic of Indonesia: Number 5 of 2010 

Regarding the National Medium-Term Development Plan [RPJMN] 2010-2014, pp. I-44 –I-46 

 

 RPJMN における優先項目は、マトリックスに整理されており、具体的な貧困撲滅への取

り組みとして、1) 総合的な社会的扶助（特に直接現金給付（Cash Direct Assistance: BLT）

や、米購入補助金支給（Raskin）、低所得者対象医療保障（Jamkesmas）、低所得者の児童

への奨学金等）、2) 住民エンパワーメント国家プログラム（PNPM）、3) 政府による、銀行

への中小企業向け融資保証制度（KUR）の 3 項目が挙げられ、2014 年までの各年度別の予

算配分も明示されている8。 

 

インドネシア政府は、貧困削減のためのプログラムを関係省庁が個別に実施してきたと

いう問題点を認識しており、2010 年 2 月、貧困削減政策の効果を高める取組みの一環とし

て、貧困削減政策のための国家チームを編成した。これは、副大統領を長とする「国家貧

困削減推進チーム（National Team for Poverty Reduction Acceleration ：TNP2K）と呼称さ

れている。TNP2K は、1）貧困削減政策とプログラムの制定、2）関係省庁･機関の連携強

化、3）モニタリング・評価機能という 3 つの機能を持っている（図表 12 参照）9。 

 

                                                   
8 BAPPENAS (2010) RPJM Book I (E) Matrix, p.I.M-30 
9 ADB (2010) Review of Government’s Poverty Reduction Strategies, Policies, and Programs in Indonesia, 
p.10 
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図表 12 国家貧困削減チームの組織図（2010年） 

 

（出所） ADB (2010) Review of Government’s Poverty Reduction Strategies, Policies, and Programs in 

Indonesia, p.10 

 

 このような国家組織で策定される貧困削減戦略は、それぞれの目標とターゲットに沿っ

て 3 つのクラスターに分類できる。1 つ目は、貧困層への直接的な社会支援であり、食料、

保健、教育、安全な水、衛生等への支援・供給がされるものである。2 つ目は貧困地域のコ

ミュニティへの資金貸与により、コミュニティ独自の優先順位に沿った基本的な社会・経

済サービスの改善を狙ったものである。3 つ目は、貧困層がアクセスしやすい中小企業支援

貸付制度である（図表 13 参照）。 

 これらの貧困削減プログラムのこの 10 年の変遷は、図表 13 に示したとおりとなってい

る。 
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図表 13 インドネシア政府による貧困削減戦略の 3つのクラスター（2010年） 

 

（出所）ADB (2010) Review of Government’s Poverty Reduction Strategies, Policies, and Programs in 

Indonesia, p.11 
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図表 14 インドネシア政府の社会的保護スキームの展開（1998/99-2010年） 

 

（出所） ADB (2010) Review of Government’s Poverty Reduction Strategies, Policies, and Programs in 

Indonesia, p.13 

 

2011 年の中央政府全体としての貧困対策支援の予算は 25.2 兆ルピア（IDR）10（30 億米

ドル）で、全体予算の 3.6%にあたる（2006 年は 6.7%）。これらの予算は各省庁の所轄の

下、貧困削減プログラムとして実行されている11 

 それぞれの貧困削減プロジェクトの詳細は、図表 15 及び以下のとおりとなっている。 

・ 無条件現金給付（Temporary Unconditional Cash Transfer：BLT）：食料価格と燃料

価格が高騰した際、貧困者を支援するために 2005 年に設置されたセーフティーネ

ットプログラムで、2010 年までの支出は 17 兆 7,000 億から 23 兆 1,000 億 IDR 計

上され、9 ヶ月間で 10 万 IDR が 1,870 万世帯に支払われた。恒常的なプログラム

ではなく、臨時的な支援の位置づけで、社会省が所轄している。BLT はこれまで

2005-2006 年と 2008-2009 年の 2 回実施されたが、課題としては、2005-2006 年

実施時の貧困者リストを使用したため、第 1 回でリスト外になった貧困対象者が第

2 回目でも現金支給が行われなかったこと等が挙げられている12。 

・ 米の購入補助（Rice for the Poor ：Raskin）：村内で貧困世帯と認定された受給資

格世帯に対して、米の購入に補助金が支給される制度。1 ヶ月あたり 14kg までは

                                                   
10 インドネシア通貨 1IDR（IDR）＝0.00863円（JICA平成 23年度精算レート）。 
http://www.jica.go.jp/announce/manual/form/consul_g/pdf/rate_2011.pdf  
11 World Bank Office Jakarta （2011） Targeting the Poor and Vulnerable in Indonesia, p.viii 及び p.4 
12 World Bank Office Jakarta （2011） Targeting the Poor and Vulnerable in Indonesia, p.34 

http://www.jica.go.jp/announce/manual/form/consul_g/pdf/rate_2011.pdf
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政府の補助金によって低価格で米を購入することができる制度。2010 年までの支

出は 13 兆 9,250 億 IDR で食糧調達庁（BULOG）の所轄となっている。しかし、

実際には、米購入の補助金が世帯の経済状況に関係なく配分されたことが問題点と

して指摘されている13。 

・ 低所得者向け医療保障制度（Health for the Poor ：Jamkesmas）：2005 年に開始さ

れた全額公的給付の医療保障制度で、1,820 万世帯が対象となっている。2010 年の

予算は 5 兆 220 億 IDR で保健省によって運営されている。課題としては、実際の

運用において、貧困者の定義が村によって異なっていたり、保険カードが全ての低

所得者に配布されていないことなどが挙げられる14。 

・ 条件付現金給付（Conditional Cash Transfer：CCT ：PKH）：約 81 万世帯を対象と

し、母子保健と初等・中等教育での支給条件のもと、双方の条件を満たした受給世

帯に年間現金 128 万 7 千 IDR を支給している。2010 年までの支出は 1 兆 3,000 億

IDR で社会省が所轄している。 

・ 学校運営補助（School Operational Assistance ：Beasjswa Untuk Siswa Miskia:： 
BOS）：2005 年の燃料価格高騰による低所得世帯への影響緩和策として開始され、

学校と生徒双方に助成金が支給される。後に世銀との共同で、BOS-KITA （School 

Operational Assistance – Knowledge Improvement for Transparency and 

Accountability）として、2009 年からの 2 年間で約 20 億米ドルの予算プログラム

に拡張した。 国家教育省が所轄している15。 

・ 住民エンパワーメント国家プログラム（PNPM Mandiri）：1998 年からの世銀プロ

ジェクトである KDP を前身とし、中央政府から地方政府への補助金を通じて、コ

ミュニティに資金が配分され、インフラ、経済開発、社会開発といった支援をコミ

ュニティ自らが決定して実施するもの16。現在 6 万の村を対象に、年間 5 万以上の

プロジェクトが約 20 億米ドル規模で実施されている。プロジェクトは大きく、1） 

農村部 PNPM （旧 KDP）、2）都市部 PNPM （旧 UPP）、3）貧困者と障害者支援

（Support for Poor and Disadvantaged Areas：SPADA）、4）農村インフラ支援（Rural 

Infrastructure Support to PNPM Mandiri ：RIS-PNPM）、5）社会･経済開発プロジ

ェクトのための地域インフラ（Regional Infrastructure for Social and Economic 

Development Project ：RISE） の 5 つの種類に分けられる17。PNPM は国家開発

計画省（Bappenas）、財務省、国民福祉省、世界銀行などの代表からなる共同運営

委員会（Joint Management Committee：JMC）の所轄となっている18。 

                                                   
13 World Bank Office Jakarta （2011） Targeting the Poor and Vulnerable in Indonesia, p.35 
14 World Bank Office Jakarta （2011） Targeting the Poor and Vulnerable in Indonesia, p.35 
15 http://go.worldbank.org/L7UCJM8LX0 （2012年 3月 23日アクセス） 
16 http://go.worldbank.org/PMAHFZXG80 （2012年 3月 23日アクセス） 
17 http://pnpm-psf.ning.com/page/pnpm-programs-1 （2012年 3月 23日アクセス）） PNPMのプログ

ラム運営は世銀が実施し、AusAID、USAID、DFID、DANIDA、EU、CIDA等が資金協力を行っている。 
18 http://pnpm-psf.ning.com/page/joint-management-committe （2012年 3月 23日アクセス）  

http://go.worldbank.org/L7UCJM8LX0
http://go.worldbank.org/PMAHFZXG80
http://pnpm-psf.ning.com/page/pnpm-programs-1
http://pnpm-psf.ning.com/page/joint-management-committe
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・ 政府による、銀行への中小企業向け融資保証制度（KUR）：貧困者が雇用されてい

る中小・零細企業への無担保融資を実施している。KUR は現在 6 行での実施に限

定され、顧客も東部ジャワ地域に偏っているため、現在対象銀行の拡大が検討され

ている19。所轄はインドネシア中央銀行となっている。 

・ 貧困者世帯児童向けの奨学金制度（Cash transfer for poor students：Bantuan Siswa 
Miskin：BSM）：1997 年の経済危機後、貧困者世帯の児童を対象にしたブロックグ

ラント式の奨学金制度が実施され、貧困による児童の就学率の低下を防ぐことに貢

献したとされている20。教育省と宗教省（イスラム教育機関を含むため）の所轄に

より約 460 万人の学生に対し支援が実施された。初等教育では年間約 36 万 IDR、

大学教育では年間約 120 万 IDR が支給されている21。BSM の問題点としては、最

貧困の世帯には BSM のシステムが知られていないこと、その結果、最貧困層の世

帯以外の世帯児童が BSM の恩恵を受けていることが指摘されている22。  

 

                                                   
19 
http://gwweb.jica.go.jp/km/ProjectView.nsf/3834e8008371f18049256caf000aeb5e/c7ca99bd37762e54492
576f6003b20b1?OpenDocument （2012年 3月 23日アクセス）  
20 ブロックグラントとは、政府が使途を細かく決めて地方自治体に補助金を交付するのではなく、補助金
の総額だけを決め、使途は地方自治体の裁量にまかせる方式の補助金を意味する。World Bank Office 
Jakarta (2011) Targeting the Poor and Vulnerable in Indonesia, p.14 
21 World Bank Office Jakarta (2011) Targeting the Poor and Vulnerable in Indonesia, p.22 
22 World Bank Office Jakarta (2011) Targeting the Poor and Vulnerable in Indonesia, p.38 

http://gwweb.jica.go.jp/km/ProjectView.nsf/3834e8008371f18049256caf000aeb5e/c7ca99bd37762e54492576f6003b20b1?OpenDocument
http://gwweb.jica.go.jp/km/ProjectView.nsf/3834e8008371f18049256caf000aeb5e/c7ca99bd37762e54492576f6003b20b1?OpenDocument
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図表 15 インドネシアにおける主要な貧困削減プロジェクト（2010年） 

 

（出所）World Bank Office Jakarta (2011) Targeting the Poor and Vulnerable in Indonesia, p.22 

 

インドネシアにおけるこうした貧困削減プログラムは、後述するインドネシア独自の貧

困線以下の層のみならず、その貧困線を尐し越えた「貧困線以上月額所得 25 万 IDR 以下」

の人々を含めた支援を行っている。しかし、コミュニティーベースでのプログラムにおい

ては、支援対象者の選定に、郡・村・コミュニティのリーダーの判断が加えられたり、選

定基準が地域ごとに異なっていたため、実際に貧困の状態にある人々が的確に選定されな

かったとの問題点も指摘されている。また、インドネシアでは農業人口が多いため、貧困

線付近に人口が集中しているといった特性もあり、プログラム・プロジェクトの対象基準

の設定やカバレッジ等、プログラム実施には十分な配慮が必要とされている23。 

上記の理由から、政府は現在、貧困者ターゲティングの改善に向けた取組み（PKH、

Jamkesmas、Raskin の支給にあたってのデータベースの統合）等を実施している。 

 

                                                   
23 World Bank Office Jakarta （2011） Targeting the Poor and Vulnerable in Indonesia, p.viii 及び p.ix 
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III. 所得貧困による分析 

1. 貧困線とデータ 

インドネシアにおいては、国家中央統計局（BPS: Badan Pusat Statistik）が実施する社

会経済調査（SUSENAS: Survei Social Ekonomi Nasional）の24のデータに基づいた貧困線

と貧困線以下人口を設定している。ここでの「貧困線」とは、「一人 1 日 2,100 キロカロリ

ー相当の食糧及び生活必需品（衣服・住居・教育・交通費等）を得るのに最低限必要な支

出額」と定義され、都市部と農村部の 2 つの基準が設定されている25。 

2010 年の貧困線は、都市部で 1 人当たり月額所得 23 万 2,989IDR、農村部では同 19 万

2,354IDR に設定されており、インドネシアにおいては、この貧困線以下の所得を得ている

人々を貧困層と定義している（時系列及び都市・農村部での貧困線のデータ、貧困人口、

貧困者割合に関しては図表 16 を参照）。 

インドネシア全体の貧困率は、1999 年の 23.4%から 2011 年の 12.5%へと減尐している

一方で、最貧層の約半数は 1 日 1 万 3,400IDR 以下の所得で生活している26。また、インド

ネシアでは貧困線付近の所得層が多いことから、主要な貧困削減プログラムでの受給対象

者は、貧困線の月額所得よりも尐し高めの 25 万 IDR を基準値として用いている27。 

この「貧困線付近の人々」の存在を、2006 年の世銀のレポートでは、churning28と表現

し、貧困状態の流動性を表している。上記のような理由から、世界銀行では、インドネシ

アにおいては「困線付近の人々が経済的に不安定な状況に置かれている状況を鑑み、貧困

政策の受益者として 1 日 2 米ドルの消費額に基準を広げることが妥当であるとしている29

（図表 17 参照）。 

 

                                                   
24 インドネシア政府の社会経済調査（SUSENAS）は、世界銀行の支援を受けて実施され、世界銀行も
SUSENASにおける貧困線を採用している。 
25 Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS） 
（2010a） Report on the Achievement of the Millennium Development Goals Indonesia 2010, p.17 
26 World Bank Office Jakarta （2011） Targeting the Poor and Vulnerable in Indonesia, p.viii  
27 Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS） 
（2010a） Report on the Achievement of the Millennium Development Goals Indonesia 2010, p.17 
28 直訳としては「かき混ぜる」という意味であるが、ここでは「貧困者」と「非貧困者」への切り替わり
が頻繁に起こっていることを意味している。 
29 World Bank （2006） Indonesia: Making the New Indonesia: Work for the Poor, p.25 
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図表 16 インドネシア中央統計局（BPS）による国家貧困線の推移（1976-2010年） 

 
（出所）BPS（2010） Statistical Year Book of Indonesia 2010, p.183 

 

図表 17 インドネシアにおける貧困者層の消費分布図（2006年） 

 
（出所）World Bank (2006) Indonesia: Making the New Indonesia: Work for the Poor, p.vi 
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2. 貧困の状況―貧困率の分析 

図表 18 に示したとおり、インドネシアの貧困率及び貧困人口は 1998 年以降徐々に減尐

している。1997 年の経済危機の影響から、1998 年の貧困率は 24.23%（4,950 万人）と高

い率を示していたが、2002 年には 18.2%（3,840 万人）に減尐し、2005 年には 15.97%（3,510

万人）と減尐傾向となった。2005 年の政府の石油価格の引き上げ30による日用品の物価高

騰から、2006 年には 17.75%（3,930 万人）とその値が若干増加したが、2011 年には 12.49%

（3,253 万人）と減尐している31。 

  

図表 18 都市と農村における貧困の割合（1998-2011年） 

 
（出所）BPS（2011）Statistics Indonesia 2010, p.61 

 

 さらに長期的な視点で見ても、インドネシアの貧困人口は減尐傾向が見られるが（図表 

19 参照）、前述の通りインドネシアでは貧困線をわずかにしか上回っていない貧困線付近の

人々（near poor）が 1,260 万人に上るため、経済的なショックによって容易に貧困線以下

に陥ってしまうという状態にある。2010 年の貧困者の半分以上が、2010 年に初めて貧困線

以下となったこと、過去 3 年間で人口の 4 分の 1 の人々が 1 度は貧困状態に陥ったことが

                                                   
30 原油の輸出国だったインドネシアが国内消費増加から原油の輸入国に転じたことから、それまで政府の
統制により低価格に抑えられていた石油価格を上昇せざるを得なくなった。詳細は、アジア経済研究所ウ

ェブサイトを参照。http://www.ide.go.jp/Japanese/Research/Region/Asia/Radar/20080605.html （2012
年 3月 23日アクセス） 
31 BPS（2011）Statistics Indonesia 2010, p.60 

http://www.ide.go.jp/Japanese/Research/Region/Asia/Radar/20080605.html
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あること、また人口の 43%は尐なくとも 1 度は貧困線付近の数値を下回ったことがあると

いう状況からも、インドネシアにおける貧困線付近の人々の脆弱性が示されている32。 

 

図表 19 インドネシアにおける長期の貧困削減状況の推移（1976-2010年） 

 

（注）1998年で統計手法の変更があったため、数値が大きく異なっている33
。 

（出所）Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS） 

（2010a） Report of the Achievement of the Millennium Development Goals Indonesia 2010, p.19 

 

地域別に見てみると、農村部の貧困人口は都市部の 2 倍近い数に上り34、特にイリアンジ

ャヤ州、北マルク州、東ヌサ・トゥンガラ州、スラウェシ島といった東部の地方島嶼部及

び、アチェ、ランポン州等での貧困率が高い傾向が見られる（地図 2 及び図表 20 インド

ネシアにおける貧困線以下の人口の割合（州別、2010 年）参照）。 

 

                                                   
32 World Bank Office Jakarta （2011）Targeting the Poor and Vulnerable in Indonesia, p. viii 
33 1998年の統計手法の変更の詳細はオリジナルデータにも記載はない。ただし、UNESCAPの文書に、
「1998年の経済危機を受け、貧困率の推計の基となっている家計消費のデータや、推計方法自体を変更し
た」との記載がある。http://www.unescap.org/stat/meet/povstat/pov7_ido.pdf （2012年 3月 23日アクセ
ス） 
34 OECD (2010）Economic Importance of Agriculture for Sustainable Development and Poverty Reduction: 
Findings from a Case Study of Indonesia, p.17 

http://www.unescap.org/stat/meet/povstat/pov7_ido.pdf


 

 
 

18 

地図 2 インドネシアの地域別貧困率（2009年） 

 
（出所）OECD（2010）Economic Importance of Agriculture for Sustainable Development and Poverty 

Reduction: Findings from a Case Study of Indonesia, p.4 

 

 州ごとの貧困率は、図表 20 のとおりである。2010 年のデータでは、全国 33 の州のうち、

全国平均の貧困率である 13.3％を上回り、特に全国平均の値の倍以上の数値となっている、

パプア州（36.80%）、西パプア州（34.9%）、マルク州（27.74%）では貧困者の割合が高い。

スマトラ島やジャワ島の州でも全国平均を上回っている35。全国平均値を大きく下回ってい

る州は、ジャカルタ州（3.5%）、バリ州（4.9%）、南カリマンタン州（5.2%）となっている。 

 

図表 20 インドネシアにおける貧困線以下の人口の割合（州別、2010年） 

 

                                                   
35 Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS） 
（2010a） Report on the Achievement of the Millennium Development Goals Indonesia 2010, pp.18-19 
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（出所）Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS） 

（2010a） Report of the Achievement of the Millennium Development Goals Indonesia 2010, p.19 

 

 

3. 貧困ギャップ率の分析 

貧困の深刻度を示す貧困ギャップ率は、図表 21 に示したように、1996 年では全国で 3.25、

都市部では 2.58、農村部では 3.62 と、農村部より都市部の方が若干低い値となっている。

1997 年の経済危機後の 1999 年には、ギャップ率が上昇すると共に、農村部の上昇が著し

く、農村部における貧困の深刻度が高かったことを示している。この値は、近年徐々に減

尐傾向にあり、2009 年の全国値である 2.51 から、2010 年には 2.2 へと減尐傾向にある。

よって、貧困線を下回る消費をしている貧困層の貧困レベルは改善していると言える36。 

 

図表 21 貧困ギャップ率・ジニ係数・消費支出の割合（1996-2009年）（再掲） 

 

（出所）OECD (2010) Economic Importance of Agriculture for Sustainable Development and Poverty 

Reduction: Findings from a Case Study of Indonesia, p.20 

 

 図表 22 は、2010 年 3 月から 2011 年の 3 月までの貧困ギャップ率及び二乗貧困ギャッ

プ率の推移が示されており、貧困ギャップ率は、2010 年の 2.21 から 2011 年の 2.08 と減

尐していることが分かる。また、農村部の方が、都市部よりも貧困ギャップ率が高いこと

も示されている37。 

 

                                                   
36 Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS） 
（2010a） Report on the Achievement of the Millennium Development Goals Indonesia 2010, p.17 
37 BPS （2011）Statistics Indonesia 2010, p.64 
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図表 22 地域別貧困ギャップ率と二乗貧困ギャップ比率（2010-2011年） 

 
（出所）BPS (2011) Statistics Indonesia: BPS Strategic Data, p.64 

 

4. 格差の分析―ジニ係数・所得階層の分析 

ジニ係数について見てみると、経済危機直後の 1999 年には 0.31 であったものが、その

後若干の上昇傾向を示しながら、2009 年には 0.37 に達している。つまりこの 10 年間で格

差は拡大しており、図表 23 に示したように、都市部に比べて農村部の貧困ギャップ率が高

いという事実とも整合的である。 

 

図表 23 貧困ギャップ率・ジニ係数・消費支出の割合（1996-2009年）（再掲） 

 
（出所）OECD (2010) Economic Importance of Agriculture for Sustainable Development and Poverty 

Reduction: Findings from a Case Study of Indonesia, p.20 

 

図表 24 では、2007 年から 2009 年の消費階層別38のジニ係数が示されている。都市部に

おいては、2007 年から 2009 年にかけて、全人口の 40%の下位消費者層が、全体の消費の

約 19％前後を占めるにとどまっている一方で、上位 20%の消費者層が、全体消費の 43％を

                                                   
38 消費階層別でのジニ係数は、所得階層別の係数よりも、より実際の格差を反映しやすいと言われている
（家計調査の際に、所得よりも消費の方が正確なデータを把握しやすいため）。 
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占めているという状況となっている。農村部では都市部よりもより平等な傾向が示され、

ジニ係数も都市部より低い値が示されている。時系列ではこの 3 年間ではほとんど変化は

見られないが、全国の数値では若干係数が低下していることがわかる。 

 

図表 24 消費階層別のジニ係数（2007-2009年） 

 
（出所）BPS (2011) Statistical Year Book of Indonesia, p.477 
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図表 25 州別・都市部・農村部別のジニ係数（2002-2006年） 

 
（出所） Hartono and Irawan (2011) Decentralization Policy and Equality: A Theil Analysis of Indonesian 

Income Inequality, European Journal of Economics, Finance and Administrative Sciences, Issue 29, p.44 
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IV. 所得貧困以外による分析 

1. HDIによる経年変化の分析と地域比較 

1980 年以降の人間開発指標（HDI）の変化を示したものが図表 26、図表 27、図表 28

となっている。全体的な傾向として、HDI の値は順調に改善しており、人々の生活状況が改

善していることが示されている。 

 

図表 26 インドネシア人間開発指標（HDI）の推移（1980-2011年） 

Year Indonesia 

2011 0.617 

2010 0.613 

2009 0.607 

2008 0.598 

2007 0.591 

2006 0.579 

2005 0.572 

2000 0.543 

1995 0.527 

1990 0.481 

1985 0.460 

1980 0.423 

（出所）UNDPウェブサイト 国別人間開発指標「インドネシア」 

http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/IDN.html（2012/2/15アクセス） 

 

図表 27 HDI指標（1996-2008年）（再掲） 

 
（出所）UNDP (2010）Provincial Human Development Report Ache 2010, p.13  

http://hdr.undp.org/en/reports/national/asiathepacific/indonesia/NHDR_Aceh_2010_English.pdf 

（2012/3/23 アクセス） 

http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/IDN.html
http://hdr.undp.org/en/reports/national/asiathepacific/indonesia/NHDR_Aceh_2010_English.pdf
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図表 28 HDI指標（州別：2004-2008年）（再掲） 

 
（出所）BPS（2010）Indonesia Statistical Yearbook of Indonesia 2010, p.189 

 

2. MDG指標の分析 

 2000 年以降の 10 年間で、インドネシアは高い経済成長を達成し、貧困率が低下してい

るが、保健と教育に関する指標の一部については、改善が進んでいない状況にある。2010

年までの MDG 達成状況は以下のとおりとなっている39。 

                                                   
39 本文以下ともに、Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency 
（BAPPENAS）（2010a）Report on the Achievement of the Millennium Development Goals Indonesia 2010, 
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(1) 2015年までの目標値を達成できた指標 

目標値を達成できた指標は、MDG1（極度の貧困と飢餓の撲滅）、MDG3（ジェンダー平

等推進と女性の地位向上）、MDG6（HIV/エイズ、マラリア、その他の疾病の蔓延の防止）

の一部となっている（図表 8 MDG 指標（1999,2007,2009 年）参照）。 

・ MDG1：1 日 1 米ドル以下の所得者層の割合が、1990 年の 20.6%から 2008 年には 5.9%

に減尐し、MDG 目標値である 10.3%減を達成した。 

・ MDG3：初等・中等教育における女子の就学率の割合と、15-24 歳の女性の識字率が改

善した。 

・ MDG6：結核の罹病率は、1990 年に 443 件（10 万人当たり）から 2009 年には 244 件

に減尐し、目標値を達成した。ただし、HIV/AIDS への取り組みは引き続き必要とされ

ている。 

 

(2) 2015年の達成が期待される指標 

達成が期待される水準にある指標は、MDG1、MDG2（初等教育の完全普及の達成）、MDG3、

MDG4（乳幼児死亡率の削減）、MDG8（開発のためのグローバルなパートナーシップの推

進）の一部である。 

・ MDG1：5 歳未満の児童のうち、低体重児童数の割合が 1989 年の 31%から 2007 年に

は 18.4%となり、ほぼ半減した。2015 年には 15.5%になると予想されている。 

・ MDG2：初等教育での純就学率は 100%に近づきつつあり、識字率は 2009年には 99.47%

となった。 

・ MDG3：中等・高等教育における男子生徒に対する女子生徒の純就学率は、2009 年の

中等教育で 96.16%、高等教育で 102.95%となり、2015 年には 100%に達すると予想さ

れている。 

・ MDG4：5 歳未満の児童死亡率は、1991 年の 97 件（1,000 件当たり）から 2007 年の

44 件と約半減し、2015 年には 32 件まで減尐すると予想されている。 

・ MDG8：対 GDP 債務率は、1996 年の 24.6%から 2009 年には 10.9%に減尐し、債務返

済比率は 1996 年の 51%から 2009 年には 22%と大幅に低下した。 

 

(3) 更なる取組みが必要とされる指標 

 他方、多尐の前進が見られたものの、2015 年までの更なる取組みが必要とされる指標は、

MDG1、MDG5（妊産婦の健康の改善）、MDG6、MDG7（環境の持続可能性確保）の一部

である。 

・ MDG1：貧困線以下の人口割合を 2010 年の 13.33%から、2014 年には 8-10%とするこ

とを目標としている。 

                                                                                                                                                     
pp.1-17 からの要約・抜粋。 
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・ MDG5：妊産婦死亡率は、1991 年の 390 人（10 万人当たり）から 2007 年には 228 人

と減尐したが、他の発展途上国と比較しても依然高い傾向にあり40、2015 年には 102

人とすることを目標としている。特に、保健の知識を有する人材に出産時のケアを提供

してもらった妊婦の割合が低いことが課題となっている（図表 29 参照）。 

・ MDG6：特に麻薬常習者や売春に関わる人々の間での、HIV/エイズ感染者の割合が増加

している（HIV/エイズ患者の割合は、2006 年の 8,194 人（10 万人当たり）から 2009

年には 19,973 人と増加している41）。州別のエイズ患者の人数は図表 30 を参照。 

・ MDG7：インドネシアでは温室効果ガス排出レベルが高いため、森林面積を増加させ、

違法な伐採を取り締まることにより、次の 20 年間で尐なくとも 26%以上の CO2排出量

を削減するという政策枠組みを設定している。また、安全な飲み水へのアクセスは

47.73%、公衆衛生サービスへのアクセスは 51.19%の世帯しかアクセスできていない状

況となっている。 

 

図表 29 出産時に保健技術を有する人材にケアされた妊婦の割合（州別、2009年） 

 
（出所）Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS）

(2010a) Report of the Achievement of the Millennium Development Goals Indonesia 2010, p.68 

 

                                                   
40 Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS） 
（2010a）Report of the Achievement of the Millennium Development Goals Indonesia 2010, p.67 
41 Ibid, p.80 
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図表 30 エイズ患者の人数（州別、2009年） 

 
（出所）Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS） 

（2010a）Report of the Achievement of the Millennium Development Goals Indonesia 2010, p.80 

 

MDG への目標値に対して、インドネシア政府は総体的に順調に取組みがなされていると

自己評価しており、その理由として、グッドガバナンスの存在、コミュニティでのパート

ナーシップの関係が醸成されていること、Pro-poor Growth（貧困削減に資する経済成長）

達成のための総合的なアプローチの実施、公的サービスの向上、資源分配の際のコーディ

ネーションの改善、不平等を軽減するための効果的な分権化と人々へのエンパワーメント

への取組み、といった要素を挙げている42。 

また OECD からも、インドネシアは中国、インド、ブラジル、南アフリカに並び「開発

への高い関与を示す国（Enhanced Engagement Countries）」の一員としてみなされ、2008

年からは G20 に参画するなど、MDG を中心としたグローバルな開発の議論の場に積極的

に参加している43。 

 

3. 食糧安全保障・脆弱性による分析 

 インドネシアにおける食糧安全保障と脆弱性に関する課題としては、高い人口成長率に

国内の食糧生産が追いついていないことが挙げられる。農業セクターでは、急激な経済成

長から生じた資金を原資とした補助金や設備支援などもあり、1980 年代半ばまでは国内の

食糧供給を満たしてきた。しかし 1990 年代に入り、1994 年及び 1997/1998 年の干ばつで

米の生産高が下落、1996-2000 年の米の生産成長率はわずか 0.3%、2001-2003 年は 0.9%

という状態であったこと、また同時期の人口成長率が 1.35%と、人口増加の割合に国内の

米の生産・供給が追いつかない状況となり、1996-1999 年には米を従来の倍の 470 万トン

を輸入することで対応した。その後、米の輸入量は国内生産高と貿易自由化政策の影響を

                                                   
42 Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS） 
（2010a）Report on the Achievement of the Millennium Development Goals Indonesia 2010, p.3 
43 Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS） 
（2010a） Report on the Achievement of the Millennium Development Goals Indonesia 2010, p.2  
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受けて変容しているが44、2010 年には再び米の収穫量が減尐したため、2010 年から 2011

年の初頭にかけて 180 万トンの米を輸入、2011 年 8 月にも 50 万トンの追加輸入を行って

いる45。 

政策枠組みの観点からは、2004 年の国家食料安全保障協議会会合において、県レベルで

の食料安全保障への取組みが目標と定められた他、国家貧困削減戦略（PRS 2004-2009）

においても、5 歳未満児の栄養失調率を 2009 年までに 20％減尐させ、安定的な食糧供給を

達成することが目標として掲げられた。2010-2014 年の RPJM においても、食料分野への

取組みは優先課題の 1 つとして取り上げられ、自給率の向上、農業生産物の競争力改善、

農家所得の向上、環境と天然資源の統合等が目標として掲げられた46。こうした国内の食料

安全保障への取組みや議論は、主に大統領を議長とし、食料安全保障庁を事務局とする国

家食料安全保障委員会（National Food Security Council: NFSC）47にて行われ、国家食料安

全保障政策案に反映されている。 

具体的な食料安全保障のプログラムとしては、1997 年の経済危機以降の食料安全保障に

対応した、前述の低所得者への米購入補助金支給（Raskin）があり、現在では食糧調達庁

（National Logistics Agency:BULOG）による Rasdi（政府の補助金で卸売業から米を購入、

その米を各村に分配し、市場より安く 1kg につき 1,600IDR、1 ヶ月につき 15kg まで購入

できる。2009 年の一般的な米の小売価格は約 5,706IDR/kg）が実施されている48。 

地方別での食料安全保障と脆弱性の関係を見てみると、地図 3 のとおり、東ヌサ・トゥ

ンガラ州、西ヌサ・トゥンガラ州、パプア州などの東部地域の脆弱性が最も高い。これら

の地域では、貧困率が約 40%と高く、その多くが農業従事者で所得水準も低い人々である

ため、脆弱性も高くなっている49。 

 

                                                   
44 Government of the Republic of Indonesia （2005） Proposal: National Decentralised Support Programme 
for Food Security（NPFS: 2006-2015 covering Phase I: 2006-2009）, p.1 
45 WFP（2011）Monthly Price and Food Security Update [Indonesia: August 2011], p.2 
46 BAPPENAS（2010）RPJM Book I （E） Matrix, p.I.M-40. 
47 NFSCは、農業省、内務省、国防省、国家開発企画庁（BAPPENAS）など 15省庁の関係者から構成さ
れている。外務省ウェブサイト（ODAインドネシア国別プロジェクト概要） 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/data/gaiyou/odaproject/asia/indonesia/contents_03.html （2012年
3月 23日アクセス） 
48 World Bank Office Jakarta（2011）Targeting the Poor and Vulnerable in Indonesia, p.3 
49 WFP（2011）Monthly Price and Food Security Update [Indonesia: August 2011], p.3 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/data/gaiyou/odaproject/asia/indonesia/contents_03.html
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地図 3 インドネシアの食糧安全保障と脆弱性に関する地図（2011年） 

 
（注）赤色は食料安全保障の脆弱性が高い地域、緑色は低い地域を表している。 

（出所）WFP (2011) Monthly Price and Food Security Update [Indonesia: August 2011], p.3  
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V. 社会的特性と貧困との関連の分析 

1. 社会的属性・特性による特長 

(1) 世帯規模・構成と貧困 

世帯規模と貧困の関係に関し、BPS の 2009 年のデータによると、貧困層世帯の世帯構成

員の数は、4.88人であるのに対し、非貧困層世帯の世帯構成員の数は 3.87人となっており、

貧困層世帯の方が世帯あたりの構成員数が多い。2006 年の世界銀行の貧困アセスメント50

では、世帯構成員数の違いの背景について、貧困層世帯と非貧困層世帯における出生率の

差を指摘している51。実際、貧困層世帯の 18 未満の子供の数は平均 2.6 名に対し、非貧困

層世帯の子供の数は平均 1.6 名となっており、貧困層世帯では、世帯の規模が子供 1 人分大

きくなっている52。 

 

図表 31 貧困層世帯と非貧困層世帯の世帯構成員数（2008, 2009年） 

 
（出所）BPS: Badan Pusat Statistik Republik Indonesia Statistics (2010) Statistical Yearbook of Indonesia 

2010, p188 

 

(2) ジェンダーと貧困 

貧困層に占める女性世帯主世帯の割合は、2008 年の 12.91 から、2009 年には 14.60 と増

加している一方で、非貧困層に占める女性世帯主世帯の割合は、2008 年の 13.52 から 2009

年には 8.95 へと減尐している。男性世帯主世帯と女性世帯主世帯の支出水準を比較した場

合、2002 年の調査によると、都市部では男性世帯主世帯の支出水準は、女性世帯主世帯よ

り 15.8％高く、農村部では男性世帯主世帯の方が女性世帯主世帯の支出水準と比較して

31.1％高くなっている53。 

 

                                                   
50 World Bank (2006) Indonesia Making the New Indonesia Work for the Poor, 
http://go.worldbank.org/MGOZZHBZO0 （2012年 3月 23日アクセス） 
51 Ibid, p41 
52 Ibid 
53 Ibid, p48 

http://go.worldbank.org/MGOZZHBZO0
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図表 32 貧困層に占める女性世帯主世帯の割合（2008, 2009年） 

 

 

（出所）BPS (2010) Statistical Yearbook of Indonesia 2010, p188 

 

(3) 教育レベルと貧困 

インドネシアにおいて、農村部では初等教育修了水準の労働者の割合が高く、また、都

市部と農村部を比較した場合、都市部の方が、中等教育以上の教育を受けた労働者の割合

が高く、都市部と農村部で、教育の到達レベルに関して格差が存在している54。 

 

図表 33 労働者の最終学歴の割合（地域別：1990, 1999, 2010年） 

 
（出所）Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS） 

(2010) Report of the Achievement of the Millennium Development Goals Indonesia 2010, p.26 

 

 貧困と教育水準の関係に関しては、2009 年における貧困層世帯と非貧困層世帯を比較す

                                                   
54 Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS） 
（2010a）Report of the Achievement of the Millennium Development Goals Indonesia 2010, p.25 
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ると、貧困層世帯の教育を受けた年数が平均 4.77 年であるのに対し、非貧困層世帯では、

7.59 年となっており、非貧困層世帯の方が教育を受ける期間が長かったことがわかる。ま

た、下図表のとおり 2009 年において、貧困層での高等教育以上を修了した世帯主世帯の割

合は、8.4％であるのに対し、非貧困層での同割合は 30.48％となっており、世帯主の教育

水準が高い方が、非貧困層に属する割合が高く、教育と貧困の間に関連がみられる。 

 

図表 34 世帯主の教育水準と貧困の関係（2008, 2009年） 

 

（出所）BPS (2010) Statistical Yearbook of Indonesia 2010, p188 

 

(4) 職業と貧困 

 国家 GDP 全体に占める農業セクターの割合は、1980 年の 24%から現在は 14%と減尐す

る一方、農村部での雇用の約 60%を農業で吸収しているというミスマッチが起きている55。

下図表に示されたとおり、貧困層に占める世帯主が農業従事者の割合は高く、2008 年の

56.35%から 2009 年の 63.56%へ増加している。 

農業に従事することと貧困とは相関関係があり、農業従事者と他セクター就業者の消費

水準を比較すると、農業従事者の消費水準は低く、そのため、より貧困に陥りやすい状況

にあると言える56。インフォーマルに農業セクターに従事する世帯主を基準とした場合、フ

ォーマルに農業セクターに従事する世帯主の消費水準は基準より 3.1%高く、インフォーマ

ルに工業セクターに従事する世帯主の消費水準は 5.4％高くなっている。また、所得面では、

インフォーマルにサービスセクターに従事する世帯主の所得は、14%高く、フォーマルに

サービスセクターに従事する世帯主の所得は 22％高くなっており、フォーマルに農業セク

ターに従事するか、労働者を農業以外のセクターにシフトすることが、貧困削減に繋がる

との見方が示されている57。 

                                                   
55 World Bank（2009）Policy Research Working Paper: Distributional Impact Analysis of Past Climate 
Variability in Rural Indonesia, p.5 
56 World Bank（2006）Indonesia: Making the New Indonesia: Work for the Poor, p.48 
57 2002年の統計をもとにしたWorld Bank （2006） Indonesia: Making the New Indonesia: Work for the 
Poor, p.48より。 
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図表 35 世帯主の職業と貧困の関係（2008, 2009年） 

 

 
（出所）BPS (2010) Statistical Yearbook of Indonesia 2010, p188 

 

図表 36 全労働者における雇用形態別割合（2010年） 

 
（出所）Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS） 

(2010a) Report of the Achievement of the Millennium Development Goals Indonesia 2010, p.28 
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2. 社会的に排除されているグループの存在と貧困指標との関係 

(1) 地方・農村部での貧困問題58
 

 他国同様、インドネシアにおいても、貧困の分布に地域間差異がみられる。2010 年の地

域別の貧困線以下の人口の割合は、インドネシア 33 州のうち、16 州で国平均の貧困線以下

人口を上回る水準を記録しており、特に、パプア州（36.80%）、西パプア州（34.9%）、マ

ルク州（27.74%）では、国平均の貧困線以下人口の割合である 13.3％の倍以上の数値とな

っている。このように人口に占める貧困層の割合が高い州がある一方、ジャカルタ州（3.48%）

や、バリ州（4.88%）の貧困層の人口に占める割合は低くなっている。インドネシアでは、

都市部の貧困率 9.87%に比べ、農村部の貧困率は 16.56%と高くなっており、農村部の更な

る開発が求められている。 

 

図表 37 インドネシアにおける貧困線以下人口の州別割合（2010年）（再掲） 

 
（出所）Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS）

(2010a) Report of the Achievement of the Millennium Development Goals Indonesia 2010, p.19 

 

                                                   
58 Republic of Indonesia（2010）Report of the Achievement of the Millennium Development Goals Indonesia 
2010, pp.18-19 
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VI. 貧困に影響を与えている国内外の要因 

1. 天災、気候変動 

貧困層に占める農業従事者の割合が高いインドネシアにおいて、気候変動に伴う旱魃等

の問題は、貧困層の生活に直接的な影響を与え得る要因の一つと考えられる。例えば、米

の生産では、相当量の水を利用するため、雨季の開始を待って苗が植えられるが、エルニ

ーニョ現象の影響等で雨季が遅れた場合、作付け時期も遅れ、生育期間が短くなり、その

結果、米の収穫量が減尐する。実際、インドネシアでは 1983 年から 2004 年にかけて、雨

季開始が 1 ヶ月遅れたことによる、米の収穫量減尐が指摘されており59、農業の生産性に影

響する気候変動や洪水等の天災は、貧困に影響を与えるリスク要因の一つと考えられる。 

 

2. 人口・労働の側面からのリスク 

人口数、人口成長、人口分配は貧困削減を考える際の重要な観点となる。2010 年のイン

ドネシアの人口は 2 億 3,750 万人であり60、1971 年の人口数と比べると 2 倍以上に増加し

ている。 

 

図表 38 インドネシアの人口爆発予測図 

 
（出所）Government of the Republic of Indonesia （2005） Proposal: National Decentralised Support 

Programme for Food Security （NPFS: 2006-2015 covering Phase I: 2006-2009）, p.30 

 

2015 年のインドネシアの総人口は 2 億 4,760 万人になると予測されており、そのうち約

                                                   
59 World Bank (2009) Policy Research Working Paper: Distributional Impact Analysis of Past Climate 
Variability in Rural Indonesia, p.5. このほか、World Bank (2011) Policy Research Working Paper: Too Little 
Too Late: Welfare Impacts of Rainfall Shocks in Rural Indonesia でも、米農家が気候変動の影響を受けてネ
ガティブな経済影響を受けたことを明らかにしている。 
60 中国、インド、米国に次ぎ、世界第 4位の人口を有している。 
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60.2%が、国土61の 7%にも満たないジャワに住み、80%以上の国の産業がジャワに集中す

ると見られている62。また、人口集中により、貧困の絶対数では、ジャワ・バリ・スマトラ

島の貧困人口が全貧困人口の約 6 割を占めている。特にジャカルタは人口の 25％近くがス

ラム世帯であることが指摘されている（図表 40 参照）。 

このように、人口ボーナス期63に入っているインドネシアにとって、雇用機会を適切に増

やすことができれば、経済成長を順調に進めていくことが期待できる。 

 

図表 39 人口分布と人口密度（県別：2000, 2010年） 

 

（出所）BPS （2010） Statistical Yearbook of Indonesia, p.87 

                                                   
61 インドネシアの国土面積は 1,860,360平方キロメートルで、日本の約 5倍となっている。 
62 Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS） 
（2010a）Report of the Achievement of the Millennium Development Goals Indonesia 2010, p.3 
63 従属人口に対して生産年齢人口の比率が倍以上となっているとき、人口ボーナス期となると言われてい
る。 
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図表 40 スラム世帯の割合（州別： 2009年） 

 

（出所）Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS）

(2010a) Report of the Achievement of the Millennium Development Goals Indonesia 2010, p.115 

 

 また労働面からの要因として、若年層の失業率の高さが挙げられる64。また、2010 年 8

月時点において、15－24 歳の若年率は 25.1％に上り、周辺国と比較してもその失業率の高

さが際立っている。人口増加を経済成長につなげるため、若年層に対する更なる雇用創出

が期待される。 

 

                                                   
64 World Bank（2011）Is There a Youth Unemployment Crisis in Indonesia? A look at the facts to help 
identify policy solutions for a better future, http://go.worldbank.org/7ZG18IG9R0, slide 2 （2012年 3月 23
日アクセス） 

http://go.worldbank.org/7ZG18IG9R0
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図表 41 若年失業率の国際比較（2010年） 

 

（出所）World Bank (2011) Is There a Youth Unemployment Crisis in Indonesia? A look at the facts to help 

identify policy solutions for a better future 

（原典）ILO and WDI, 2007 （Indonesia calculated from core unemployment Census 2007） 

 

 上記のような失業や貧困が一因となり、インドネシアでは出稼ぎ労働者が多数海外で就

労している。世界銀行の資料によると、1998 年以降、毎年約 40 万人のインドネシア人が

合法的に移住したと登録されており、実際のインドネシアから国外への移住者は更に多い

と推測される65。2004 年の統計では、移住者の 83％が女性であり、こうした女性出稼ぎ労

働者の 90％以上は、家政婦等、インフォーマルセクターの職に従事している66。また、IOM

による近年のインドネシアからの出稼ぎ労働者数と男女別の割合、2009 年の移住先は、下

図表のとおりとなっている。出稼ぎ労働者の数は、2007 年には約 70 万人まで増加してお

り、出稼ぎ先としては、マレーシアやサウジアラビア等、イスラム圏が多くなっている。 

 

                                                   
65 World Bank (2006) Migration, Remittance, and Female Migrant Workers, 
http://siteresources.worldbank.org/INTINDONESIA/Resources/fact_sheet-migrant_workers_en_jan06.pdf , 
p1 （2012年 3月 23日アクセス） 
66 lbid 

http://siteresources.worldbank.org/INTINDONESIA/Resources/fact_sheet-migrant_workers_en_jan06.pdf
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図表 42 男女別出稼ぎ労働者数（1996-2007年） 

 

（出所）IOM (2010) Labour Migration from Indonesia: An overview of Indonesian Migration to Selected 

Destinations in Asia and the Middle East, p.9 

 

図表 43 海外移住労働者数と国名（2009年） 

 
（出所）IOM (2010) Labour Migration from Indonesia: An overview of Indonesian Migration to Selected 

Destinations in Asia and the Middle East, p.9 

  

出稼ぎの理由に関しては、村での収入は不確実であり、毎日の必要な支出に見合う十分

な収入でないこと、海外の方が雇用機会も多く、職種も多いこと等が挙げられ、海外出稼

ぎと貧困が密接な関係があることを示している67。こうした出稼ぎ移住者の出身は、西ジャ

ワ州 (Sukabumi, Cianjur, Indramayu)、中部ジャワ州 (Cilacap, Wonosobo)、 ジョグ・ジャ

カルタ州 (Kulon Progo)、 東ジャワ州 (Malang, Kediri, Ponorogo)、東ヌサ・トゥンガラ州、

西ヌサ・トゥンガラ州等が多く、一般に初等教育修了以下の教育水準である非技能労働者

であると言われている68。また、出稼ぎ動労者からの送金額は、2003 年、2004 年は約 14.9

億米ドルと 10 億米ドル、2005 年は 25 億ドルと増加している69。 

 
                                                   
67 World Bank (2006) Migration, Remittance, and Female Migrant Workers,pp.1-2 
68 Ibid, p2 
69 Ibid, p5 
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3. 米等、食料価格の上昇 

インドネシアでは、米は主食であり、また、その生産高からも特に重要な農作物となっ

ている。そのため、米はスハルト政権時代より、農業政策の要であり、その安定した供給

が模索されてきた70。食料支出は貧困者の消費にとって大きな割合を占めている。現在のイ

ンドネシアでは、貧困層の家計消費に占める食料支出の割合は、約 50％を占めると言われ

ており71、主要な食料である米等の価格上昇は、貧困に影響を与えるリスクの一つと考えら

れる。 

 

図表 44 米価格の変動の推移（1969-2005年） 

 
（出所）World Bank Office Jakarta (2011) Targeting the Poor and Vulnerable in Indonesia, p.193 

 

4. 社会サービスへのアクセスと貧困 

貧困と社会サービスへのアクセスには強い相関関係がある72。下図表では都市と農村の家

計の支出関数の推定結果を表したもので、下記のような結果が示されている。 

第 1 に、教育を受けた年数と家計の支出額には強い正の相関関係があること、また教育

年数が長い家計ほど、消費量が多いことが示されている73。 

第 2 に、貧困は職業選択と相関関係があり、世帯主が農村で働いている家計ほど消費量

が尐なく、世帯主が産業に従事している家計ほど消費量が多いため、非農業部門に従事す

                                                   
70 1997/1998年のアジア経済危機の影響でインドネシア通貨 IDRは暴落し、高いインフレが起こった。こ
れによりジャカルタの米の価格も 2倍となった。 
71 OECD（2010）Economic Importance of Agriculture for Sustainable Development and Poverty Reduction: 
Findings from a Case Study of Indonesia, p.13 
72 World Bank（2006）Indonesia: Making the New Indonesia: Work for the Poor, p.49 
73 ただし、教育を受けた年数の 2乗の係数は有意に負の値をとっているので、教育の限界効果は逓減して
いる。 
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ることが貧困を解消する一因となることが示唆されている。 

第 3 に、世帯主か女性の家計ほど貧困率が高く、1999 年では都市部において男性世帯主

の家計は女性世帯主家長の家計に比べて支出額が多く、この傾向は農村部でより顕著に表

れている。またこの男女格差は 2002 年でさらに拡大している。 

第 4 に、基本的な施設やインフラにアクセスしにくい家計ほど貧困に直面しやすい。金

融機関へのアクセスや、道路へのアクセスがしやすい家計ほど消費量は多い74。 

 

                                                   
74 ただし、電話回線へのアクセスと貧困の関係は、地域によって差があり、特定の地域でしか有意な結果
が出ていない。 
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図表 45 都市と農村の家計の支出関数の推定結果（1999-2002年） 

 
（出所）World Bank (2006) Indonesia: Making the New Indonesia: Work for the Poor, p.47 
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VII. JICAの優先課題における貧困 

1. 経済成長（電力・交通といったインフラ整備） 

第 2 期 RPJM においても、インフラへの投資は優先項目の 1 つとして掲げられ、特に①

PPP を活用したインフラ開発、②輸送、郵便、通信インフラネットワークの開発、③バイ

オエネルギー、地熱、水力、風力、太陽光を活用した再生可能エネルギー活用の促進、の 3

分野への取組みが挙げられている75。 

図表 46 では、州別の電気、道路、通信等へのアクセス状況が示されている。インフラ整

備と貧困には相関があるとされ、1 年を通じて通行可能な幹線道路へのアクセスを持った世

帯は、そうではない世帯よりも消費額が多いことが分析結果で明らかとなっている。また、

非貧困者の 75.9%が幹線道路へのアクセスがある一方で、農村の貧困世帯では 53.0%がア

クセスを持つのみとなっている76。 

                                                   
75 BAPPENAS（2010）RPJM Book I (E) Matrix, p.I.M-34 
76 World Bank（2006）Indonesia: Making the New Indonesia: Work for the Poor, p.49 
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図表 46 地域別インフラへのアクセス（1994-2002年） 

 

（出所）World Bank (2006) Indonesia: Making the New Indonesia: Work for the Poor, p.104
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2. 地域間格差是正（connectivityの強化） 

インドネシアでは農村部のインフラ整備も進めてきたが、未だに都市部と農村部との格

差は存在する。図表 47では、各州の都市部と農村部のジニ係数の比較が示されており、2002

年から 2006 年にかけて格差が拡大している。 
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図表 47 州別・都市部・農村部別のジニ係数（2002-2006年）（再掲） 

 

（出所） Hartono and Irawan (2011) Decentralization Policy and Equality: A Theil Analysis of Indonesian 

Income Inequality, European Journal of Economics, Finance and Administrative Sciences, Issue 29, p.44 

 

 また、インドネシア国内でのジニ係数が高い州（格差が大きい州）は、図表 48 の通りで、

ジャカルタ首都特別州（DKI ジャカルタ）やジョグ・ジャカルタ州、パプア州等の格差が大

きいことが示されている。 
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図表 48 ジニ係数が最も高い 7州のジニ係数の推移（2002-2006年） 

 
（出所） Hartono and Irawan (2011) Decentralization Policy and Equality: A Theil Analysis of Indonesian 

Income Inequality, European Journal of Economics, Finance and Administrative Sciences, Issue 29, p.45 

 

都市と地方との人や物資の流れをよりスムーズに行い、地方・農村の開発を進め、地域

間の格差を是正していくことは長年の課題となっている。前述の図表 46 では、インドネシ

アにおける地域別のインフラへのアクセスの状況が示され、ここからジャワ州やバリ州で

の電力の供給は 90%以上であるが、中央スラウェシ州の 64%などジャワやバリ以外の地域

でインフラの状況に改善の余地があることがわかる。 

安全な飲料水へのアクセスができる世帯の数は、1993年の37.73%から2009年には47.71％

となり、改善傾向にあるが、未だに地域格差も大きい。ジョグ・ジャカルタ州、バリ州、

スラウェシ州などでは割合が高いが、バンテン州、アチェ州、ブンクル州については最も

低い割合になっている（図表 49 参照）。 

図表 49 安全な飲料水へのアクセスがある世帯の割合（州別：2009年） 

 
（出所）Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS） 

(2010a) Report of the Achievement of the Millennium Development Goals Indonesia 2010, p.110 
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 衛生設備へのアクセスに関しては、ジャカルタが 80.37％と最も高くなっているのに対し、

ヌサ・トゥンガラ州、ティモール州では 14.98%となっており、大きな格差がある77。 

 

図表 50 衛生設備へのアクセスがある世帯の割合（州別：2009年） 

 
（出所）Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS）

(2010a) Report of the Achievement of the Millennium Development Goals Indonesia 2010, p.111 

 

3. 域内（地球的）課題解決への貢献 

インドネシアは自然や天然資源が豊富で、就労人口の半数以上が農業に従事し、特に貧

困者の多くが天候依存の農業を営んでいる。そのため、気候変動への取組みは、貧困削減

にも大きな影響を与える。 

 米を主食とし、多くの農民が天水農業を営むインドネシアでは、気候変動による雨季の

遅れにより米の収穫量の減尐を経験している78。その他、台風や自然災害、気候変動による

海抜上昇、それに伴う世帯の強制移住、生物多様性の損失、大気汚染、森林減尐といった

地球的課題があり、それらへの取組みが必要とされている79。 

                                                   
77 Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS） 
（2010a）Report of the Achievement of the Millennium Development Goals Indonesia 2010, p.109 
78 World Bank (2009) Policy Research Working Paper: Distributional Impact Analysis of Past Climate 
Variability in Rural Indonesia, p.5. このほか、World Bank(2011）Policy Research Working Paper: Too Little 
Too Late: Welfare Impacts of Rainfall Shocks in Rural Indonesia でも、米農家が気候変動の影響を受けてネ
ガティブな経済影響を受けたことを明らかにしている。 
79 Müller (2008) “Indonesia –stuck between a rock and a hard place”, Climate Change and Poverty A 
challenge for a fair world policy, WELT-SHITEN , p.15 
http://www.pik-potsdam.de/services/infothek/Books_brochures/climate-change-and-poverty （2012年 3月

http://www.pik-potsdam.de/services/infothek/Books_brochures/climate-change-and-poverty
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 気候変動による自然災害によって、貧困率にどの程度の影響があるかを推計した研究に

よると、インドネシアの場合、農業分野で 29.5%、農村部の労働者で 23.9%、貧困率が上

昇するとの予測が示されている80。 

 

図表 51 気候変動による自然災害が発生した場合の貧困率の変化（推計） 

 
（出所） Ahmed, Diffenbaugh and Hertel (2009) Climate volatility deepens poverty vulnerability in 

developing countries, Environmental Research Letters, p.6 

 

こうした観点から、インドネシア政府は 2008 年には気候変動政策の国内外の調整機能を

充実させるため、国家気候変動協議会（NCCC: National Council for Climate Change）を設

立し、長期国家開発計画（2005-2025 年）や中期国家開発計画（2004-2009、2010-2014 年）

においても、自然環境保全と持続可能な開発のあり方についての項目を設定している81。   

また、国土の多くを熱帯雨林が覆う豊かな森林資源を保全し、森林減尐・劣化を防止す

るための温室効果ガスの排出削減（REDD）への取組みも導入され始めている。 

                                                                                                                                                     
23日アクセス） 及び Case, Ardiansyah and Spector (2007) Climate Change in Indonesia-Implications for 
Humans and Nature-, WWF  http://www.worldwildlife.org/climate/Publications/WWFBinaryitem7664.pdf 
（2012年 3月 23日アクセス）及び School of Business, Economics and Law, Department of Economics. 
University of Gothenburg (2008) Indonesia Environmental and Climate Change Policy Brief, pp.3-4 
http://www.sida.se/Global/Countries%20and%20regions/Asia%20incl.%20Middle%20East/Indonesia/Envir
onmental%20policy%20brief%20Indonesia.pdf （2012年 3月 23日アクセス） 
80 Ahmed, Diffenbaugh and Hertel (2009) Climate volatility deepens poverty vulnerability in developing 
countries, Environmental Research Letters, p.6  
http://www.stanford.edu/~omramom/Ahmed_ERL_09.pdf （2012年 3月 23日アクセス） 
81 Ministry of National Development Planning / National Development Planning Agency （BAPPENAS） 
（2010a） Report of the Achievement of the Millennium Development Goals Indonesia 2010, p.98 

http://www.worldwildlife.org/climate/Publications/WWFBinaryitem7664.pdf
http://www.sida.se/Global/Countries%20and%20regions/Asia%20incl.%20Middle%20East/Indonesia/Environmental%20policy%20brief%20Indonesia.pdf
http://www.sida.se/Global/Countries%20and%20regions/Asia%20incl.%20Middle%20East/Indonesia/Environmental%20policy%20brief%20Indonesia.pdf
http://www.stanford.edu/~omramom/Ahmed_ERL_09.pdf
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